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下
野
市
庁
舎
建
設
委
員
会
委
員
を

募
集
し
ま
す

下
野
市
が
誕
生
し
て
3
年
目
に

入
り
、
合
併
の
際
に
調
印
し
た

「
合
併
協
定
書
」
に
基
づ
き
、
下
野

市
庁
舎
建
設
委
員
会
を
設
置
し
ま

す
。
委
員
会
を
設
置
す
る
に
あ
た

り
、
広
く
ご
意
見
・
ご
提
言
を
い

た
だ
く
た
め
、
委
員
を
公
募
し
ま

す
。

●
委
員
会
の
名
称

下
野
市
庁
舎
建
設
委
員
会

●
委
員
の
業
務

会
議
へ
出
席
し
、
下
野
市
庁
舎

建
設
に
係
る
基
本
構
想
策
定
の
た
め

の
検
討
や
調
整
な
ど
を
行
い
ま
す
。

●
委
員
の
任
期

3
月
か
ら
概
ね
2
年
間

●
会
議
開
催
回
数

年
4
〜
5
回
程
度

●
応
募
資
格

①
下
野
市
に
住
所
を
有
し
、
平
成

19
年
4
月
1
日
現
在
で
20
歳
以

上
の
方

②
下
野
市
で
設
置
す
る
他
の
審
議

会
等
の
委
員
で
な
い
こ
と

③
下
野
市
庁
舎
の
建
設
に
関
心
を

お
持
ち
の
方
で
、
平
日
開
催
さ

れ
る
会
議
に
出
席
で
き
る
こ
と

④
下
野
市
議
会
議
員
及
び
下
野
市

の
職
員
で
な
い
こ
と

●
募
集
人
数

6
名

●
応
募
方
法

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
ま
た
は
管
財
課
備
え
付
け

の
応
募
用
紙
に
必
要
事
項
を
記
入

の
う
え
、
管
財
課
ま
で
郵
便
か
電

子
メ
ー
ル
で
お
送
り
い
た
だ
く
か
、

直
接
お
持
ち
く
だ
さ
い
。
な
お
、

応
募
用
紙
は
返
却
い
た
し
ま
せ
ん
。

●
募
集
締
切

2
月
29
日（
金
）必
着

（
た
だ
し
、
郵
送
に
よ
る
場
合
は

当
日
消
印
有
効
で
す
。
管
財
課
窓

口
受
付
は
土
・
日
・
祝
祭
日
を
除

く
午
前
8
時
30
分
か
ら
午
後
5
時

30
分
ま
で
）

●
選
考
結
果

下
野
市
審
議
会
等
委
員
公
募
要

綱
に
基
づ
き
書
類
審
査
を
行
い
、

選
考
結
果
を
応
募
者
全
員
に
通
知

し
ま
す
。

●
応
募
・
問
い
合
わ
せ
先

〒
3
2
9
‐
0
4
9
2

下
野
市
小
金
井
1
1
2
7
番
地

下
野
市
役
所
管
財
課

1（
40
）5
5
5
3

ﾒｰﾙkanzai@
city.shim

otsuke.lg.jp

ス
ク
ー
ル
ア
シ
ス
タ
ン
ト
の

登
録
者
を
募
集
し
ま
す

ス
ク
ー
ル
ア
シ
ス
タ
ン
ト
（
非
常

勤
職
員
）
登
録
者
を
募
集
し
ま
す
。

●
職
　
種

①
学
校
生
活
支
援
員
（
介
助：

月

曜
〜
金
曜
の
5
日
勤
務
、
勤
務

日
数
は
4
月
〜
翌
年
3
月
の
190

日
、
社
会
保
険
へ
加
入
し
ま
す
）

②
学
校
生
活
支
援
員
（
図
書：

月

に
8
日
間
勤
務
、
勤
務
日
数
は

4
月
〜
翌
年
3
月
の
88
日
、
社

会
保
険
へ
加
入
し
ま
せ
ん
）

※
勤
務
日
数
は
平
成
19
年
度
の
も

の
で
す
。

●
報
　
酬

1
日
　
8，
0
0
0
円

※
8
時
間
勤
務
、
交
通
費
等
の
諸

手
当
の
支
給
は
あ
り
ま
せ
ん
。

●
応
募
資
格

通
勤
可
能
な
65
歳
（
平
成
20
年

4
月
1
日
現
在
）
ま
で
の
方
で
、

小
中
学
校
教
育
に
理
解
の
あ
る
方

●
採
用
等
に
つ
い
て

採
用
は
、
登
録
者
の
中
か
ら
面
接

の
上
決
定
い
た
し
ま
す
。
受
付
期
間

は
2
月
1
日
か
ら
29
日
ま
で
で
す
。

●
応
募
方
法

市
販
の
履
歴
書
に
写
真
を
貼
付

し
、
2
月
29
日
（
金
）
ま
で
（
土
・

日
・
祝
日
は
除
く
）
に
学
校
教
育

課
へ
直
接
ご
持
参
く
だ
さ
い
。

※
教
育
相
談
員
の
登
録
も
募
集
し

ま
す
。
詳
細
は
お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い
。

●
問
い
合
わ
せ
先

学
校
教
育
課

1（
52
）1
1
1
8

思いやりと交流で創る 新生文化都市
SHIMOTSUKE-CITY

9

市県民税（個人住民税）の住宅借入金等特別税額控除
（住宅ローン控除）について

税源移譲により、平成19年分以降の所得税額が減少した結果、これまで受けることができた所得税の住宅ロ
ーン控除に控除しきれない額が生じた場合は、平成20年度以降の市県民税（所得割）からこの控除しきれない
額を控除できます。（※平成28年度分までの市県民税において適用します。）
ただし、この控除の適用を受けるためには、住宅借入金等特別税額控除申告書を提出する必要があります。

対象者

計算方法

申告方法

申告期限

次の①または②の方
①税源移譲により所得税額が減少した結果、住宅ローン控除限度額が所得税額より大きくなり、
全額控除しきれなくなった方
②住宅ローン控除限度額が所得税額より大きく、税源移譲前でも全額控除しきれなかったが、税
源移譲により控除しきれない額が大きくなった方
※平成11年～18年に入居し、所得税の住宅ローン控除を受けている必要があります。

控除額＝以下のA、Bのいずれか少ない金額－税源移譲後の税率で算出した前年分の所得税額
A 前年分の所得税の住宅ローン控除限度額
B 税源移譲前の税率で算出した前年分の所得税額

◆確定申告をする方
確定申告をする際に、併せて住宅借入金等特別税額控除申告書（確定申告書を提出する納税者
用）を提出してください。
◆確定申告をしない方（給与のみで年末調整をする方）
市役所税務課（確定申告期間中は市内の各申告会場）に源泉徴収票と住宅借入金等特別税額控
除申告書（給与所得のみを有しており確定申告書を提出しない納税者用）を提出してください。
※申告書は、市区町村提出用、税務署確認用、本人控の3枚です。
※申告書は、市税務課、市役所各庁舎市民課窓口、各申告会場（確定申告期間中）及び税務署に
備え付けてあります。また、市ホームページからもダウンロードできます。控除額の計算及び
申告書の作成もできますのでご利用ください。

毎年、その年の確定申告期限（平成20年は3月17日）まで

※申告書には「住宅借入金等の年末残高合計額」あるいは「住宅の居住開始年月日」等を記載する欄がありま
す。年末調整で会社等へ提出する場合、事前に内容を控えておくようにしてください。（すでに提出済みの場
合は、会社に確認するなどしてください）

※なお、平成19年以降に入居した方の場合は、市県民税の住宅ローン控除の適用はありませんが、所得税の住
宅ローン控除について、「従来方式」と「控除率を下げて控除期間を延長する方式（10年から15年に延長）」
の選択制をとる特例が創設されています。詳しくは、所轄の税務署にお尋ねください。

税務課　市民税グループ 140-5554問い合わせ先
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